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                         彩の国経済の動き R8.6 

 (２) 今月のキーワード 「本社移転」                        

近年、企業の「本社（本社機能）」に対する捉え方が大きく変わりつつあります。働き方の多様化やデジタ

ル化の進展により、オフィスを単なる「全員が集まって作業する場所」から「イノベーションや交流を生む戦

略的拠点」へと再定義する動きが活発化しています。これに伴い、過度な都心一極集中を見直し、利便性とコ

ストパフォーマンスのバランスに優れた近郊都市へ「本社（本社機能）」を最適化する動きが本格化していま

す。 

【年々増加する本社移転】 

東京商工リサーチの調査に

よると、2025 年度の他都道府

県への本社（本社機能）の移転

は、17,274 社（前年度比 6.1

％増）で 3 年連続で増加しま

した。比較的規模の大きい企業の動きが落ち着きを見せた一

方で、中小・零細企業による移転が活発化しています。また、

業種別では運輸業の伸び率が大きく、ドライバー不足や

「2024 年問題」を背景に営業網再編のために拠点を動かす

企業が多かったものと考えられます。 

深刻化する人手不足や人件費、オフィス賃料などのコスト

抑制、新たなマーケットの開拓など、様々な要因によって本

社移転を決断する企業が増えています。 

【転入超過が続く埼玉県】 

2025 年度における埼玉県の企業転入・転出

動向を見ると、転入企業数から転出企業数を

差し引いた「転入超過数」は 313 社を記録し、

全国 1 位となりました。業種別では、ＩＴ関

連やアウトソーシング需要を背景とした「サ

ービス業」がトップで、これに「製造業」や「不

動産業」が続いており、「情報通信業」、「建

設業」を除いた８業種で転入超過となってい

ます。 

埼玉県の転入元として多数を占めているの

は、東京都です。東京のビジネス圏域を維持し

つつ、オフィスコストを抑え、従業員の住環境

や通勤の利便性を確保できる地として埼玉県

が選ばれているものと考えられます。 

【本社移転の今後の動向】 

これまでは都心への一極集中となっていた本社拠点ですが、足もとでは企業が「実利と持続可能性」を重視

し始めていると感じます。不確実な経済環境のなか、コストはもちろんのこと、従業員の確保や交通インフラ、

災害リスクなど、企業の事業継続計画（BCP）の観点からも、今後は企業が生き残るための「戦略的最適地」

が選択されていくのだと思います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

出所：株式会社東京商工リサーチ「2025 年度「本社機能移転状況」調査」 
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